
令和２年度 いじめ防止基本方針 
【 本校のいじめに対する基本認識 】 

いじめは、いじめを受けた生徒たちの教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及

び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じさせるおそれ

がある。 

一人でも多くの生徒をいじめから救うためには、自分の大切さとともに他の人の大切さを認めるこ

とができるような人権感覚を育むと同時に、生徒の心に寄り添いつつも、「いじめはいかなる理由が

あろうとも許されない」、「いじめは卑怯な行為である」という認識と「いじめはどの子どもにも、ど

の学校でも、起こりうる」という意識をもち、それぞれの役割と責任を自覚しなければならない。 

また、いじめの解決を通して、生徒たち一人ひとりが「夢」や「志」をもち、その実現に向けて自

分の力を思う存分発揮できる学校づくりを進めるとともに、心豊かで安全・安心な学校づくりを、教

職員一人ひとりが、主体的に進めなければならない。 

このような基本理念のもと野根中学校いじめ防止基本方針を策定し、学校、地域、家庭その他の関

係者の連携のもと、いじめ問題の克服に向けて取り組む。 

 

いじめの定義（いじめ防止対策推進法第２条） 

「いじめ」とは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定

の人的関係にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて

行われるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものを

いう。 
 

【 いじめ防止 】 

（１）いじめの防止にむけた教育の推進 

① 生徒の心を耕す教育の総合的な推進 

ア 「夢」や「志」を喚起し、豊かな人間性を育む教育の推進 

〇「学力向上」「基本的生活習慣の確立」「社会性の育成」の三本柱の取組を通してキャリア 

教育を推進する。 

イ 自尊感情や豊かな感性を育む教育の推進 

〇すべての教育活動に生徒指導の三機能を活用し、また、道徳教育を推進し、生徒の道徳性 

の向上を図る。 

    〇生命や自然を大切にし、感動や感謝の心、社会性や規範意識等を育てるため、自然体験活 

動や集団宿泊体験等の様々な体験活動を推進する。 

〇生徒のいじめ防止等の意識を高めるために、学校と警察等の関係機関と連携して取り組む 

いじめやインターネットの問題をテーマにした非行防止教室等を開催する。 

ウ 情報モラル教育の充実 

    〇インターネット上のいじめが重大な人権侵害に当たり、被害者等に深刻な傷を与えかねな 

い行為であることを理解させる取組を行うとともに、インターネット上のいじめを防止 

し、かつ効果的に対処ができるよう、生徒に対する情報モラル教育の充実を図る。 

エ 人権感覚を育む人権教育の推進 

〇生徒の人権が尊重され、安心して過ごせる環境をつくるためには、すべての教育活動を通 

 じた人権教育を基盤とした学級づくり、学校づくりに取り組み、生徒が自他の大切さを強 

く自覚し、よさを認め合える人間関係を協力してつくることができるように、生徒に関わ 

る教職員の人権感覚を育成するための教職員研修を行う。 

② 生徒一人ひとりがもっている力を引き出す生徒指導の推進 

   ア 学校経営に生徒指導の三機能を位置付けた取組の推進 

    〇いじめをなくし、生徒が安心して過ごせ、「夢」や「志」、自信をもてる学校を実現するた 



めには、学校の教育活動全体を通して、すべての生徒を対象に、自己肯定感や自己有用感 

を高め、社会性を育むことを意識した生徒指導を組織的に推進していく。そのため、授業 

をはじめとするすべての教育活動の中に、生徒指導の三機能（自己決定の場を与える、自 

己存在感を与える、共感的人間関係を育てる）の視点を位置付けた取組の推進を図る。 

イ 生徒の主体的な活動の推進 

    〇いじめを生じさせない・許さない学校づくりを推進するためには、道徳や学級活動、特別 

活動等のすべての教育活動を通して、生徒の身の回りにある問題について主体的に話し合 

い、問題解決していくことや、生徒会活動等を通して望ましい人間関係を形成し、集団の 

一員としてよりよい学校づくりに主体的に参画する態度を育てる。 

    〇いじめやインターネットの問題の解決に向けて、各学校の生徒会による実践交流や協議等 

を行うなど、生徒会活動の活性化を図る。 

③  教職員の資質能力の向上 

   ア 校内研修の実施の促進 

〇年に複数回、全ての教職員がいじめ防止対策推進法の内容を理解するとともに、いじめに 

対する個々の教職員の認知力・対応力の向上や、学校としての組織的な対応を図るための 

校内研修を実施する。研修内容としては、いじめの態様に応じた適切な対処ができるよう、 

心理や福祉の専門家であるＳＣ・ＳＳＷ等を活用した教職員のカウンセリング能力等の向 

上に向けた校内研修を行う。 

〇「いじめ対応マニュアル『子どもたちの笑顔のために』」や「生徒指導ハンドブック」、「学 

級経営ハンドブック」、「Let’s feel じんけん」等の資料を活用した校内研修も行う。 

イ 集合研修への参加   

〇子どものモデルとなる教職員の人権感覚を育成するため、教育センター等での人権研修に 

参加し、いじめの問題等に対する組織的な未然防止体制の充実を図る。 

   ウ 障害のある生徒に対する指導の在り方についての理解を深める。 

〇障害のある生徒が、周囲の生徒に十分に理解されず、いじめの「被害」を受けないように、 

教育的な活動を通して障害に対する理解を周囲に促すとともに、障害のある生徒だけでな 

く、生活の中でつまずきやすい生徒を含めた、すべての生徒が互いの特性を理解し合い、 

助け合ってともに伸びていこうとする学級集団づくりを行う。 

〇障害のある生徒に対して、一人ひとりの教育的ニーズに応じた効果的な支援や指導を行う 

ために、「個別の指導計画」や「個別の教育支援計画」を作成する等、支援体制を整備する 

とともに、「支援引き継ぎシート」を活用した校種間の引継ぎなどを効果的に利用し、特別 

支援教育のさらなる充実を図る。 

 

【 早期発見 】 

（１） いじめの実態把握 

① 生徒の些細な変化に気付いた場合、いつでも情報を共有・蓄積できる工夫をする。（企画委員 

会、学年会、生徒指導委員会、部活顧問会、職員会の有効活動） 

② 県教育委員会が作成した「いじめアンケート」と人権生活部会による調査を各学期１回づつ、 

計６回実施する。また、個別面談や家庭訪問、生活ノートなどさまざまな取組を組み合わせて、 

いじめの認知に努めるようにする。 

（２）相談支援体制の整備・充実 

① 校内委員会の充実などチーム学校による組織的な校内支援体制の確立を図り、いじめの未然 

防止・早期発見・早期解決につなげる。また、生徒や保護者に周知するにあったっては、自ら 

周囲に援助を求めることの重要性を理解してもらい、活用できる心の教育センター、尐年サポ 

ートセンター、児童相談所等における相談や、「24 時間子供ＳＯＳダイヤル」の周知に務める。 



学校におけるいじめの防止等の対策のための組織 
 

いじめ防止対策推進法（学校におけるいじめの防止等の対策のための組織） 

  第 22 条 学校は、当該学校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うため、当該 

学校の複数の教職員、心理、福祉等に関する専門的な知識を有する者その他の関係者により構 

成されるいじめの防止等の対策のための組織を置くものとする。 

 

上記の法により本校におけるいじめの防止等に関する措置を実効的に行うための「組織」として 

「いじめ防止対策委員会を」を置く。 

① 組織の役割 

いじめ対策委員会は、学校が組織的かつ実効的にいじめの問題に取り組むに当たって中核と 

なる役割を担う。具体的には、次に掲げる役割が挙げられる。 

【未然防止】 

  ○いじめの未然防止のため、いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくりを行う役割 

 

【早期発見・事案対処】 

   ○いじめの早期発見のため、いじめの相談・通報を受け付ける窓口としての役割 

○いじめの早期発見・事案対処のため、いじめの疑いに関する情報や児童生徒の問題行動などに 

係る情報の収集と記録、共有を行う役割 

   ○いじめに係る情報（いじめが疑われる情報や生徒間の人間関係に関する悩みを含む。）があっ 

た時に緊急会議を開催するなど、情報の迅速な共有、及び関係児童生徒に対するアンケート 

調査、聞き取り調査等により事実関係の把握といじめであるか否かの判断を行う役割 

○いじめの被害生徒に対する支援・加害児童生徒に対する指導の体制・対応方針の決定と保護者

との連携といった対応を組織的に実施するための中核としての役割 

 

 【学校いじめ防止基本方針に基づく各種取組】 

○学校いじめ防止基本方針に基づく取組の実施や具体的な年間計画の作成・実行・検証・修正を 

行う役割 

○学校いじめ防止基本方針における年間計画に基づき、いじめの防止等に係る校内研修を企画し、 

計画的に実施する役割 

○学校いじめ防止基本方針が学校の実情に即して適切に機能しているかについての点検を行い、 

学校いじめ防止基本方針の見直しを行う役割（PDCA サイクルの実行を含む。） 

 

 【いじめ防止対策委員会の周知】 

 ○いじめが起きにくい・いじめを許さない環境づくりの実効性を上げるために、学校いじめ対策 

委員会は、集会、保護者会、学校便り等で、いじめや人権にかかる取組活動の説明等を通して 

いじめ対策委員会の存在を周知していく。また、いじめの早期発見のためにいじめ対策委員会 

は、いじめを受けた生徒を徹底して守り通し、事案を迅速かつ適切に解決する相談・通報の窓 

口であると生徒から認識されるように努める。 

  いじめ対策委員会は、いじめの防止等の中核となる組織として、的確にいじめの疑いに関する情

報を共有し、共有された情報を基に、組織的に対応する。 

  特に、事実関係の把握、いじめであるか否かの判断は組織的に行うことが必要であり、当該組織

が、情報の収集と記録、共有を行う役割を担うため、教職員は、ささいな兆候や懸念、児童生徒

からの訴えを、抱え込まずに、又は対応不要であると個人で判断せずに、直ちに全て当該組織に

報告・相談する。加えて、当該組織に集められた情報は、個別の生徒ごとに記録し、複数の教職

員が個別に認知した情報の集約と共有化を図ること。学校として、学校基本方針において、いじ

めの情報共有の手順及び情報共有すべき内容（いつ、どこで、誰が、何を、どのように等）を明

確に定めておく必要がある。 

これらのいじめの情報共有は、個々の教職員の責任追及のために行うものではなく、気付きを共

有して早期対応につなげることが目的であり、管理職は、リーダーシップをとって情報共有を行

いやすい環境の醸成に取り組むこと。 



また、いじめ対策委員会は、学校基本方針の策定や見直し、いじめ防止の取組が計画どおりに 

進んでいるかどうかのチェックや、いじめの対処がうまくいかなかったケースの検証、必要に応 

じた計画の見直しなど、学校のいじめの防止等の取組について PDCA サイクルで検証を担う。 

 

② 組織の構成員 

いじめ対委員会の組織については、組織的対応の中核として機能するような体制を確立するた 

め、複数の教職員で構成する。組織の構成員は次に掲げるものとする。 

  校長 （教頭） （主幹教諭） 生徒指導  人権教育主任  学年主任  養護教諭   

部活顧問  該当学級担任  ＳＣ  

（東洋町教育委員会事務局  室戸警察尐年係 東洋町福祉事務係、医療関係者）を基本とする 

が、状況に応じて追加する。 

   なお、重大事態の調査のための組織については、この組織を母体としつつ、当該事案の性質に 

  応じて適切な専門家の派遣を東洋町教育委員会に要請する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



いじめに対する対応 ※重大事態を含む 

 

          （教職員の発見、生徒・保護者の申し出等） 

 

 

                       

 

           

・事情は、被害生徒・加害生徒の両者から早急に聞く 
            ・生徒指導主事、学年主任、学級担任等の複数の教職員で対応する 
            ・事実関係に矛盾がないように細部まで聴取・確認する 
            ・事案により、SC・SSW や関係機関の専門家等に参加を要請し、調査の公平 

性・中立性を確保する 
            ・いじめを目撃した生徒がいれば、両者の証言に矛盾がないか正確に事実を 

確認する 
            ・必要に応じてアンケートを実施する 
            ・被害生徒の安全を確保し、支援体制をつくる 
            ・加害生徒に毅然とした態度で指導し、当該生徒の健全な成長を促す 

 

                    ・事案により、警察、人権教育課等の関係機関と連携する 

                   ・事案により、「緊急学校支援チーム」等の派遣要請をする 

 

                  ・調査により明らかになった事実や情報を適切に提供する 

                  ・関係者の個人情報に十分配慮する 

                  ・アンケート結果は、被害生徒や保護者に提供する場合がある 

                   ことを念頭に置き、その旨を調査対象の在校生や保護者に説 

明する等の措置が必要 

                  ・被害生徒と保護者の心情に寄り添う姿勢が必要 

 

             ・事実に基づいて指導方針の決定 

             ・必要に応じて関係機関等とも連携 

 

 

 

 

               

              

           

 

 

 

 

            ・加害生徒への指導 

            ・一般生徒への指導（必要と判断した場合） 

 

                                     ・定期的な面談 

                                  

 

             ・対応についての評価の実施 

 

いじめの認知 

連絡（教頭）→ 校長に連絡 → 町教委 

生徒指導主事・学年主任・学級担任に連絡 

事実確認 

いじめ防止対策委員会 

校長（教頭）（主幹教諭） 

学年主任 学級担任 

養護教諭 人権主任 

部活顧問（SC）等 

保護者に連絡 

 

学級担任を中心

に家庭訪問を行

う（複数対応） 

町教委に連絡（校長） 

指導方針の検討 

いじめ防止対策委員会 

特別指導の必要 
特別指導の必要なし 

具体的指導内容の検討 

いじめ防止対策委員会 

特別指導内容の決定 

職員会をへて校長が決定→町教委へ報告 

特別指導の実施 

事後指導・経過観察 

いじめの解消・解決 

いじめ防止対策委員会 

報告（校長） 

職員会 町教委 保護者 

その他連携した関係機関 

再発防止の指導 

特別指導の必要なし  



インターネット上のいじめへの対応 
 

・被害生徒への聞き取り←必要であれば養護教諭・SCと連携 

・他の生徒からの聞き取り←被害生徒の人権・プライバシーに配慮 

・トラブルの実態把握と加害者の特定 

・加害生徒への対応（生徒が判明した場合） 

 

・把握した事実を正確かつ迅速に管理職に連絡 → 事案によっては 

いじめ防止対策委員会の開催 

・被害生徒の学級担任又は生徒指導主事がすべての情報を集約し、正確 

に記録する。 

・被害生徒の保護者への連絡（心情に配慮する） 

・学校長が関係機関との連携が必要と判断した場合は、早急に協力を依 

頼する。（警察・中央児相・地方法務局・町教委 等） 

 

        ・職員会の開催（事案の共通理解・対応策の確認） 

・家庭訪問等を行い、被害生徒の保護者と話し合い、生徒の心情のケアも含め、学校 

の対応策を説明し、連携を図る。 

・加害生徒への指導 

・一般生徒への指導（必要と判断した場合） 

・書き込み等の削除依頼 

 

ア、書き込みの削除ができた場合 

            ・削除できた場合も、すでに不特定多数が見ており、一度解決したとしても 

再発することもあるので、情報収集を継続する。 

イ、インターネット上の犯罪全般 

            ・被害生徒は大きな心理的ダメージを受けていても、保護者や友だちを心配 

させたくないという思いで無理に明るく振舞ったり、また、自暴自棄な状 

態になる場合等も想定できるので、関係機関と連携しながら心のケアを継 

続していく。 

 

 

 

 

書き込みの削除依頼の流れ 
 
 

 

ア、内容の保存と印刷      ア、管理者への連絡方法 

イ、アドレスの記録         の確認→依頼文書の 

ウ、内容が悪質で犯罪とな      送付 

  る可能性がある場合は、     

  直ちに警察に通報、相談     

  する。                    削除 されない場合 

 

 

 

 

 

 

事実の確認 

連絡及び情報の集約 

事後指導 

事後の経過観察 

対応についての評価の実施 

①書き込み内容の確認と保存 ②管理者への削除依頼 ③ 削除の確認 

④ 完了 

ア、管理者が依頼に応じない場合や 

 連絡が取れない場合 

 ・プロバイダに削除依頼を行う。 

 ・警察に相談する。 



いじめ防止対策年間計画 
月 職員会議等 未然防止に向けた取り組み 早期発見に向けた取り組み 未然防止・早期発見に

向けて 

１すべての教職員が、 

いじめ問題の重要 

性を認識する。 

 

２いじめ防止対策委 

員会を中心に、定期 

的に未然防止に向 

けた取組を行う。 

 

３日々、生徒一人ひと 

りの様子について 

情報交換を行い、具 

体的な指導の留意 

点について職員会 

等で取り上げ、共通 

理解を図る。 

 

４各担任等が、いじめ 

の問題を一人で抱 

え込むことなく、報 

告・連絡・相談を確 

実に行い、学校全体 

で組織的に対応す 

る。 

 

５いじめを生じさせ 

ない・許さない学 

校づくりを推進す 

るために、道徳や学 

級活動、特別活動等 

のすべての教育活 

動を通して、生徒の 

身の回りにある問 

題について主体的 

に話し合い、問題解 

決していくことや、 

生徒会活動等を通 

して望ましい人間 

関係を形成し、集団 

の一員としてより 

よい学校づくりに 

主体的に参画する 

態度を育てる。 

 

危機管理の心構え 

「さしすせそ」 

さ：最悪を想定する 

し：慎重に対応する 

す：素早く対処する 

せ：誠意をもって対 

処する 

そ：組織全体で対処 

する 

４

月 

生徒理解研修（職員会） 

いじめ防止対策委員会 

・指導方針確認 

・１学期の計画 

個別の指導計画作成 

学校・学級づくり（通年） 

新入生歓迎遠足（生徒会） 

個人状況把握 

家庭訪問 

学年 PTA 

 

５ 

月 

  いじめ防止対策委員会 

  ・情報共有 

  ・計画修正 

  職員会 

 小中連絡会 

 Q-U 調査・分析 

いじめアンケート 

６

月 

  職員会  全校レク（生徒会） 二者面談 

学校生活調査 

７

月 

  いじめ防止基本方針 

  ・中間検証① 

  職員会 

 三者面談 

・個人状況把握 

８ 

月 

  開かれた学校づくり推 

進委員会 

いじめ防止対策委員会 

・情報共有 

・2学期計画 

職員会 

  児童生徒会交流会  

９

月 

  職員会 

  いじめ防止対策委員会 

  ・情報共有 

  ・計画修正 

保小中合同運動会 

 

 

10 

月 

  職員会 Q-U 調査・分析 

磯辺神社祭参加 

二者面談 

学校生活調査 

 

11 

月 

  職員会 小中連絡会 修学旅行 

マラソン大会 

いじめアンケート 

12 

月 

  職員会 

  いじめ防止基本方針 

  ・中間検証② 

 

非行防止教室 

三者面談 

・個人状況把握 

１

月 

  職員会 

   

 

    いじめアンケート 

２

月 

  開かれた学校づくり推 

進委員会 

いじめ防止対策委員会 

・年度末検証 

・次年度計画 

  職員会 

 二者面談 

学校生活調査 

 

３

月 

  職員会 

いじめ防止対策委員会 

・長期検証 

  学校評価・支援引継ぎ 

シート・各種関連調査 

の作成・提出 

  校種間引継ぎ 

  卒業生へのメッセージ 

  （生徒会） 

  卒業生からのメッセー 

 ジ（生徒会） 

 

 

 

生徒・保護者研修会（参観日） 

人

間

関

係

・

仲

間

づ

く

り 

 

通

年 

生徒・保護者研修会（参観日） 

事

案

発

生

時 

緊

急

対

応

会

議

の 

適

時

開

催 

 

通

年 


